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令和８年度 商工労働部の主な施策

１－１ 次世代産業の創出に向けたエコシステムの充実
① 研究開発の促進
② 人材育成・リスキリング
③ 産官学の共創によるイノベーションの促進
④ 産業クラスター形成に向けた施策の検討

１－２ スタートアップの発掘、育成
① スタートアップの発掘、挑戦する機運の醸成
② 成長段階に応じた支援

１－３ 海外でのビジネス機会の獲得
① 海外政府機関等との関係構築
② 本県の強みを活かしたプロジェクトの組成やビジネス機会の
獲得に向けた支援

２ ジェンダー平等社会に向けた女性活躍の一層の推進
２－１ 働く場における女性活躍の推進
① 企業へのアプローチ
② 女性に対する就労・キャリア形成支援

２－２ 女性の起業支援強化
① 女性の起業応援センターの機能強化

１ 稼ぐ力の強化
１－４ 本県経済の成長につながる産業立地の推進
① 産業用地整備の推進
② 産業立地に向けた支援

１－５ 中小企業等の経営基盤や稼ぐ力の強化・下支え
① 支援機関等による中小企業等の経営基盤の強化・下支え
② 生産性向上・販路拡大等、企業の挑戦の後押し
③ 事業承継への支援
④ 地場産業等の振興

１－６ 本県の産業を支えるひとづくり
① 人材確保の取組強化
② 人材育成・リスキリングの推進
③ 将来の滋賀の産業を支えるひとづくり
④ 多様な人材の活躍促進

２－３ 地域の男女共同参画の取組推進
① 市町における取組の促進
② 地域における課題解決を担うキーパーソンの育成

令和８年度当初予算 約３４４億円
組織 本庁 ６課

地方機関 ５機関
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滋賀県産業立地戦略 概要 ー「世界から選ばれる滋賀」の実現に向けてー

経済・社会情勢の変化に伴い、新たな成長産業が生み出されている中、今後と
も本県の豊かさを維持していくためには、製造業に加え情報通信業等の幅広い
分野を視野に入れた産業立地を推進していく必要があると考え、その取組の方
向性を示す「産業立地戦略」を策定する。
2030年以降を見据え、2024年度から当面5年間の取組の方向性を示すこ
ととし、県外からの産業誘致にとどまらず、立地企業の再投資やスタートアップ
の育成を推進しながら、「世界から選ばれる滋賀」の実現を目指す。

これまでの取組
・企業立地助成金制度 ・本社機能移転促進プロジェクトに基づく税制優遇
・地域未来投資促進法の仕組みを活用した規制の特例措置、税制優遇
・産業立地促進応援パッケージ ・工業用水受水企業支援制度 ・産業用地開発資金貸付
・情報通信業立地促進補助金 ・滋賀県土地開発公社による工業団地の造成
成果
約2,400億円の設備投資、約４,０００人の地元雇用の創出

（平成15年度～平成30年度までの助成金制度による）

（１）滋賀県の強み
・琵琶湖をはじめとする恵まれた自然や文化的資産
・暮らしやすい生活環境 ・経済圏のクロスポイント
・知的資源の集積 ・産業基盤の集積

（2）国の産業政策の動向
①新しい資本主義のグランドデザイン
②社会課題の解決を起点としたミッション志向の産業政策
③特定重要物資の安定確保
④地域未来投資促進法による事業の推進
⑤観光立国の実現に関する施策の総合的かつ計画的な推進

（３）滋賀県における企業立地の推移
昨今のサプライチェーン再構築等により、県内企業の設備投資
意欲の高まりがあるものの、滋賀県では企業立地件数が低下傾向
にあり、産業用地の不足が課題となっている。

本県が有する強みや国の産業政策の動向等から、今後更なる成
長が期待できる、また、成長を後押しする以下の産業分野につい
て、重点的に立地を推進する。

（１）産業立地を推進する5つの柱

（２）関係機関との連携
企業、市町、大学・関係機関との連携 県庁内での部局横断の取組

（３）その他
北部振興：北部地域における新たな産業用地の開発、支援制度による産業振興
体制の強化：組織体制の強化、関係部局による連絡調整会議の開催

第1章 策定趣旨 第２章 企業立地を推進するこれまでの取組

第４章 重点的に立地を推進する産業分野

第３章 滋賀県の産業立地を取り巻く現状 第５章 今後の取組の方向性

蓄電池 電子部品・
半導体

新モビリティ

医薬品・
医療機器

バイオ 情報通信業

グリーン物流 観光

本県の大事にする価値（ＣＯ₂ネットゼロ、生物多様性、こども政策等）に共感いただける産業立地を
推進

①企業との関係構築強化、ワンストップサービスによる相談対応

•職員による企業へのアプローチ強化 ・産業立地サポートセンター等による相談対応 ほか

②産業用地の確保

•県が主体となった市町との連携による産業用地の開発 ほか

③助成金・税制優遇

•重点分野の設備投資を推進する助成金 ほか

④企業との協働による人材確保・育成

•次代の社会を支える高度専門人材の育成を目的とした県立高等専門学校の開校 ほか

⑤インフラの充実

•円滑なヒトやモノの流れを支える広域道路網の形成や機能強化、公共交通ネットワークの充実

ほか

経済、社会、環境の調和による持続可能な滋賀の実現を目指す
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滋賀県中小企業の活性化の推進に関する条例の概要

前文
・中小企業の果たしてきた役割の重要性と本県の特色 ・中小企業を取り巻く状況
・中小企業の活性化の意義 ・条例を制定する目的

１.目的 中小企業の活性化を推進し、もって本県の経済および社会の発展に寄与する

３.基本理念

○中小企業者の自主的な努力および創造的な活動が尊重されること

○小規模企業の活力が最大限に発揮され、その事業の持続的な発展が

図られること

○小規模企業者に配慮する等中小企業者の経営規模が勘案されること

○地域の特性に応じた産業の振興、地域住民の利便の増進その他の

地域づくりに資するものとなること

○ものづくり産業の集積、環境の保全のためのこれまでの取組その他の

本県の特色が生かされること

○県、中小企業者、中小企業に関係する団体、大企業者、大学その他の

教育研究機関、金融機関、国、他の地方公共団体の連携および

協力が図られること

４．県の責務

８.施策の基本
(1)中小企業の新たな挑戦および地域社会の課題解決の取組

９.連携および協力の推進
(1)県は、中小企業者および関係団体等の有機的な
連携を促進

10.実施計画

11.検証および施策への反映

12.中小企業者等の
意見の反映

16･17.中小企業
活性化審議会

14.推進体制の整備13.調査研究の実施等 15.財政上および税制上の措置

意見

意見

・中小企業活性化施策の総合的な策定・実施
・中小企業者、関係団体等、国、市町等と連携、情報提供、支援等

５．中小企業者の努力
・自主的・自立的に経営の向上と改善に努める
・地域の経済・社会への貢献に努める

(1)中小企業に関係する団体の役割
・支援および協力に積極的に努める

(2)大企業者の役割

・取引拡充、研究開発支援、商工会議所等への加入等に
より、中小企業の活性化に資するよう努める

(3)大学その他の教育研究機関の役割
・研究開発、新事業創出、人材確保・育成への支援等により、
中小企業の活性化に資するよう努める

(4)金融機関の役割
・資金需要に適切に対応、経営改善への支援等により、
中小企業の活性化に資するよう努める

７．県民の役割
・中小企業の活性化への関心と理解を深め、中小企業者

が供給する物品の購入等により、中小企業の活性化に

資するよう努める

・成長発展が期待される分野における参入・事業活動の促進、
県民の安全・安心に配慮した事業活動の促進、海外展開の促進、
地域社会の課題解決の取組促進、創業・新たな事業創出の促進

(3)中小企業の経営基盤の強化
・経営の安定・向上、 事業承継の促進、危機管理能力の向上

(4)産業分野の特性に応じた中小企業の事業活動の活発化

・ものづくり産業、小売商業・サービス業、観光等産業分野
の特性に応じた事業機会の増大

２.定義 「中小企業者」、「中小企業の活性化」、「小規模企業者」、「大企業者」について必要な定義を規定

６．関係団体等の役割

18.滋賀県ちいさな企業応援月間

県民の間に広く小規模企業をはじめとする中小企業への関心および理解を深めるとともに、

小規模企業者等による中小企業活性化施策の活用を促進

(2)中小企業の人材に関する取組
・人材の確保、人材の育成、経営の安定・向上、
魅力ある職場づくりの推進

(2)中小企業者および関係団体等は、施策実施に
協力するよう努める
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中小企業の新たな挑戦および地域社会の課題解決の取組（条例第８条第２項） 37事業

(1)　成長発展分野における参入・事業活動の促進 8事業

番号 事業名
新規
事業

重点
事業

ＣＯ₂ DX 基金 北部
予算額

（単位：千円）
担当課

1 発酵産業魅力発信事業 ○ 5,000 商工政策課

2 滋賀県未来投資支援事業 ○ 2,327,000 商工政策課

3 しがテック・スタートアップ創出事業 10,000 イノベーション推進課

4 プロジェクトチャレンジ支援事業 ○ ○ 90,029 イノベーション推進課

5 オープンイノベーション推進事業 ○ 27,000 イノベーション推進課

6 しがテックイノベーション創出事業 ○ 482,251 イノベーション推進課

7 次世代産業創出に向けたあり方検討事業 ○ ○ 11,441 イノベーション推進課

8 高度ものづくり企業のブランド力向上事業 ○ ○ 6,000
イノベーション推進課
（北部産業技術共創センター）

(2)　県民の安全・安心に配慮した事業活動の促進 1事業

番号 事業名
新規
事業

重点
事業

ＣＯ₂ DX 基金 北部
予算額

（単位：千円）
担当課

9 HACCP関連事業 130 生活衛生課

(3)　海外展開の促進 9事業

番号 事業名
新規
事業

重点
事業

ＣＯ₂ DX 基金 北部
予算額

（単位：千円）
担当課

10 海外展開総合支援事業 16,171 商工政策課

11 環境ビジネスマッチング支援事業 ○ 5,500 商工政策課

12 グローバルサウスプロジェクト組成支援事業 ○ ○ 18,500 商工政策課

13 グローバルゲートウェイ機能強化事業 ○ ○ 8,476 商工政策課

14 海外市場開拓支援事業 ○ ○ ○ 14,000 商工政策課

15 海外新商品開発支援事業 ○ 3,000 商工政策課

16 ベトナムビジネス・トータルサポート事業 ○ ○ 10,535 商工政策課

17 友好州省経済交流駐在員事業 19,629 国際課

18 汚水処理分野における技術協力プロジェクト 2,905 下水道課

(4)　地域社会の課題解決の促進 8事業

番号 事業名
新規
事業

重点
事業

ＣＯ₂ DX 基金 北部
予算額

（単位：千円）
担当課

19 地域社会の課題解決を目指すちいさな企業新事業応援補助金 ○ ○ 9,000 中小企業支援課

20 次世代自動車普及促進事業 ○ 8,946 ＣＯ₂ネットゼロ推進課

21 滋賀県ＤＸ推進支援事業 ○ 717 DX推進課

22 大学等連携共創支援事業 ○ ○ ○ 2,400
高等教育振興課（大学連
推進室）

23 滋賀県リサイクル製品認定事業 309 循環社会推進課

24 滋賀県産業廃棄物3R・循環経済促進事業費補助事業 14,356 循環社会推進課

25 しがＺＥＨ新築支援事業 ○ ○ 94,000 住宅課

26 書店等との連携による読書のまちづくり推進事業 ○ ○ 1,575 生涯学習課

(5)　創業および新たな事業の創出の促進 11事業

番号 事業名
新規
事業

重点
事業

ＣＯ₂ DX 基金 北部
予算額

（単位：千円）
担当課

27 中小企業経営革新等応援事業 12,542 中小企業支援課

28
地と知をつむぐビジネスデザイン構築事業
（SOHO型ビジネス支援事業）

23,422 イノベーション推進課

 計画に掲載する事業を,条例第８条に定める「中小企業活性化施策の基本」に則って分類し、一覧表にしたものです。
 以下に該当する事業には○印を付けています。
　　　　　・「新規事業」…令和８年度に新たに実施する事業
　　　　　・「重点事業」…条例に規定する中小企業活性化施策の基本（施策１～４）に基づき、特に重要な36事業を選定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　施策 １ 中小企業の新たな挑戦および地域社会の課題解決の取組　   　　２ 中小企業の人材に関する取組
　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３ 中小企業の経営基盤の強化     　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 ４ 産業分野の特性に応じた取組
　　　　　・「ＣＯ₂」…令和８年度当初予算　ＣＯ₂ネットゼロ社会づくり関連予算
　　　　　・「DX」…令和８年度当初予算　DX推進関連予算
　　　　　・「基金」…中小企業活性化推進基金充当事業
　　　　　・「北部」…令和８年度当初予算　県北部地域の振興関連予算

中小企業活性化施策の基本による施策体系
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29 テクノファクトリーの運営 401 イノベーション推進課

30 起業・創業ナビゲート事業 5,000 イノベーション推進課

31 中小企業×スタートアップ共創チャレンジ事業 ○ ○ 30,000 イノベーション推進課

32 先導ＧＸ産業支援プログラム事業 ○ 17,073 イノベーション推進課

33 起業チャレンジ！ローカルベンチャー創出支援事業 ○ ○ 21,000 イノベーション推進課

34 地場産業復活に向けた繊維技術のイノベーション創出事業 ○ 5,000
イノベーション推進課
（北部産業技術共創センター）

35 女性の起業トータルサポート事業 ○ ○ 7,002
女性活躍推進課
（男女共同参画センター）

36 女性の起業応援センター機能強化事業 ○ ○ ○ 6,773 女性活躍推進課

37 世界農業遺産「琵琶湖システム」地域活動支援事業補助金 ○ 1,200 農政課

中小企業の人材に関する取組（条例第８条第３項） 36事業

(1)　人材確保 18事業

番号 事業名
新規
事業

重点
事業

ＣＯ₂ DX 基金 北部
予算額

（単位：千円）
担当課

38 オープンファクトリー推進事業 ○ ○ 5,700 商工政策課

39 持続可能な物流支援事業 42,684 産業立地課

40 中小企業魅力体験事業 ○ 1,550 中小企業支援課

41 地場産業後継者インターンシップ事業 ○ ○ 3,500 イノベーション推進課

42 滋賀県業務改善・賃上げ支援事業 ○ ○ 68,068 労働雇用政策課

43 しがジョブパーク事業 ○ 81,695 労働雇用政策課

44 中高年人材新規就業支援事業 27,653 労働雇用政策課

45 移住就業支援事業 26,181 労働雇用政策課

46 プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業 ○ ○ ○ 97,768 労働雇用政策課

47 外国人材活躍促進事業 ○ ○ 73,658 労働雇用政策課

48 若年層等確保・定着支援事業 ○ ○ ○ ○ 20,428 労働雇用政策課

49 チャレンジドWORK運動推進事業 1,954 労働雇用政策課

50 滋賀マザーズジョブステーション事業 52,010
女性活躍推進課
(子ども家庭支援課)

51 北の近江ジェンダー平等応援事業 ○ 3,823 女性活躍推進課

52 滋賀県立高等専門学校整備推進事業 ○ 4,022,676
高等教育振興課
（高専設置準備室）

53 従業員の介護離職防止のための企業支援事業 ○ 1,900 医療福祉推進課

54 地域を支える建設産業魅力アップ事業 6,808 技術管理課

55 地域内バス等生産性向上・運転士確保支援事業 ○ 7,600 交通戦略課

(2)　人材育成 12事業

番号 事業名
新規
事業

重点
事業

ＣＯ₂ DX 基金 北部
予算額

（単位：千円）
担当課

56 地域産業を支える次世代アントレプレナーシップ育成事業 ○ ○ 8,000 イノベーション推進課

57 技術者のリスキリング支援事業 ○ 326
イノベーション推進課
（北部産業技術共創センター）

58 モノづくり技術力向上のための「技術研修・リスキリング」事業 549
イノベーション推進課
（南部産業技術共創センター）

59 人的資本経営に向けた経営層のマインドチェンジ促進事業 ○ ○ ○ 19,500 労働雇用政策課

60 職業訓練事業費 6,090 労働雇用政策課

61 職業能力開発振興事業費 51,600 労働雇用政策課

62 ものづくり魅力発信事業 2,632 労働雇用政策課

63 地域産業活性化・地方創生に向けた高度ICT人材育成事業 ○ 14,646
高等教育振興課
（滋賀県立大学）

64 高校版ＤＭＯ・観光ビジネスプロジェクト ○ 1,354 高校教育課

65 しが未来クラフトプロジェクト ○ 8,464 高校教育課

66 起業的発想を育む子ども育成事業 560 幼小中教育課

67 職業的自立と社会参加をめざした職業教育充実事業 7,273 特別支援教育課
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(3)　魅力ある職場づくりの推進 6事業

番号 事業名
新規
事業

重点
事業

ＣＯ₂ DX 基金 北部
予算額

（単位：千円）
担当課

68 魅力ある職場づくり事業 6,039 労働雇用政策課

69 企業におけるジェンダー平等推進PR事業 ○ 5,000 女性活躍推進課

70 働く場における女性活躍推進事業 ○ ○ 1,728 女性活躍推進課

71 ジェンダーギャップ解消・男性育休取得促進事業 ○ ○ 6,512 女性活躍推進課

72 健康経営の推進支援 599 健康しが推進課

73 治療と仕事との両立の推進支援 345 健康しが推進課

中小企業の経営基盤の強化（条例第８条第４項） 23事業

(1)　資金供給の円滑化、経営改善 12事業

番号 事業名
新規
事業

重点
事業

ＣＯ₂ DX 基金 北部
予算額

（単位：千円）
担当課

74
産業振興総合支援推進事業
(（公財）滋賀県産業支援プラザの支援体制の強化等)

228,345 商工政策課

75 中小企業成長展開支援事業 ○ 2,600 商工政策課

76 特別高圧電力料金負担軽減支援事業 146,143 商工政策課

77
中小企業振興資金貸付金
（経営支援資金、セーフティネット資金等）

○ ○ ○ 26,508,000 中小企業支援課

78 中小企業振興資金保証料軽減補助事業 ○ ○ 114,770 中小企業支援課

79 県中小企業支援センター事業 16,706 中小企業支援課

80 小規模事業経営支援事業費補助金 1,454,225 中小企業支援課

81 中小企業連携組織対策事業費補助金 102,247 中小企業支援課

82 中小企業等への支援による地域経済活性化事業 ○ 303,200 中小企業支援課

83 中小企業活性化推進事業 1,311 中小企業支援課

84 事業所省エネ・再エネ等推進加速化事業 ○ ○ 111,251 ＣＯ₂ネットゼロ推進課

85 温室効果ガス排出量可視化支援事業 ○ ○ 10,000 ＣＯ₂ネットゼロ推進課

(2)　事業承継の促進 3事業

番号 事業名
新規
事業

重点
事業

ＣＯ₂ DX 基金 北部
予算額

（単位：千円）
担当課

86 事業承継・成長促進事業 ○ ○ ○ 6,075 中小企業支援課

87 滋賀県事業承継ネットワーク連携促進事業 5,730 中小企業支援課

88 北部地域事業承継促進事業 ○ 15,726 中小企業支援課

(3)　受注機会の増大 5事業

番号 事業名
新規
事業

重点
事業

ＣＯ₂ DX 基金 北部
予算額

（単位：千円）
担当課

89 滋賀県新商品の生産等による新事業分野開拓者認定制度 62 中小企業支援課

90 滋賀ものづくり産業取引拡大AI活用事業 ○ ○ 12,920 イノベーション推進課

91 伝統的工芸品購入層拡大重点事業 ○ ○ 52,000 イノベーション推進課

92 しがモノづくり技術共創マッチング事業 ○ 11,000 イノベーション推進課

93 県内事業者等「ここ滋賀」出品サポート事業 ○ ○ 2,000 観光政策局(ここ滋賀)

(4)　危機管理能力の向上 3事業

番号 事業名
新規
事業

重点
事業

ＣＯ₂ DX 基金 北部
予算額

（単位：千円）
担当課

94 事業継続計画策定支援事業 ○ 206 中小企業支援課

95 知的所有権活用促進事業 10,231 イノベーション推進課

96 安全・安心なサイバー空間構築推進事業 ○ ○ 2,788 警察本部サイバー犯罪対策課
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産業分野の特性に応じた取組（条例第８条第５項） 29事業

(1)　ものづくり産業 14事業

番号 事業名
新規
事業

重点
事業

ＣＯ₂ DX 基金 北部
予算額

（単位：千円）
担当課

97 情報通信業の県内立地促進事業 ○ ○ 7,200 産業立地課

98 近江の地域産業振興総合支援事業 14,600 イノベーション推進課

99 地場産業の未来を創る地場産業組合パワーアップ支援補助金 ○ ○ 25,000 イノベーション推進課

100 地場産業・伝統的工芸品の魅力づくり支援事業 ○ 12,000 イノベーション推進課

101 伝統的工芸品月間等参加事業 2,464 イノベーション推進課

102 ものづくりAIパイロット事業 ○ ○ 60,000 イノベーション推進課

103 南部産業技術共創センター試験研究指導費 139,768
イノベーション推進課
（南部産業技術共創センター）

104 インバウンド向け近江の地酒開発支援事業 ○ 1,165
イノベーション推進課
（南部産業技術共創センター）

105 信楽焼未来技術継承プログラム事業 ○ ○ 2,250
イノベーション推進課
（南部産業技術共創センター）

106 北部産業技術共創センター試験研究指導費 ○ 111,704
イノベーション推進課
（北部産業技術共創センター）

107 地域資源を活用したものづくりのための試作開発支援事業 ○ 11,720
イノベーション推進課
（北部産業技術共創センター）

108 生分解性プラスチックの開発・利用促進事業 ○ 1,073
イノベーション推進課
（北部産業技術共創センター）

109 米原発・価値創造ものづくり支援事業 ○ ○ 500
イノベーション推進課
（北部産業技術共創センター）

110 工業用水受水企業支援事業 5,154 企業庁経営課

(2)　小売商業・サービス業 1事業

番号 事業名
新規
事業

重点
事業

ＣＯ₂ DX 基金 北部
予算額

（単位：千円）
担当課

111 にぎわいのまちづくり総合支援事業 5,975 中小企業支援課

(3)　観光 11事業

番号 事業名
新規
事業

重点
事業

ＣＯ₂ DX 基金 北部
予算額

（単位：千円）
担当課

112 ここ滋賀推進事業（93を除く） ○ 218,780 観光政策局(ここ滋賀)

113 観光産業活性化事業（インバウンド誘客力向上事業） ○ ○ 69,480 観光政策局

114 ビワイチ観光推進事業 ○ ○ ○ 51,192 観光政策局

115 近江の地酒文化普及事業 9,400 観光政策局

116 観光物産振興事業負担金 81,882 観光政策局

117 滋賀の文化観光推進事業 ○ 5,017 観光政策局

118 観光産業活性化事業（観光まちづくりの推進） 5,000 観光政策局

119 近江の地酒緊急支援事業 177,601 観光政策局

120 滋賀デスティネーションキャンペーン推進事業 ○ ○ 150,354 観光政策局

121 誘客プロモーション臨時対策事業 ○ 61,100 観光政策局

122 県域無料Wi-Fi整備促進事業 3,694 DX推進課

(4)　その他の産業分野 3事業

番号 事業名
新規
事業

重点
事業

ＣＯ₂ DX 基金 北部
予算額

（単位：千円）
担当課

123 滋賀県ちいさな企業魅力発信事業 ○ ○ 2,859 中小企業支援課

124 農山漁村発イノベーション支援事業 12,370 みらいの農業振興課

125 建設産業適正化推進事業 32 監理課

38,372,026 千円

7,726,580 千円

合計 125事業

中小企業振興資金貸付金・保証料補助、滋賀県立高等専門学校整備推進事業を除く

- 14 -



- 15 -



- 16 -



滋賀県企業立地および先端技術研究開発の促進等による成長産業振興条例に基づく関連事業について

① 企業立地の促進（第7条関係）
＜優遇制度＞
・産業立地戦略推進助成金 (産業立地課)

・地域未来投資促進法に基づく税制優遇等 (産業立地課)

＜産業用地確保＞
・高島市、大津市、東近江市における産業用地開発 (産業立地課)

・産業用地確保への支援（資金貸付、サポートチーム） (産業立地課)

＜市町等と連携した企業との関係構築＞
・近江金石会の開催等 （産業立地課）

② 研究開発の促進等（第８条関係）
＜企業や大学等による研究開発への支援＞
・物価高騰により制約を受ける県内大学の研究活動の支援等（大学連携推進室）

・県内中小企業が行う新技術開発・実証実験の支援 （イノベーション推進課）

・県内大学が行う先端分野の研究シーズの事業化支援 （イノベーション推進課）

＜スタートアップの発掘、育成＞
・産学官金による研究開発型スタートアップの発掘、育成 （イノベーション推進課）

・インキュベーション施設やテクノファクトリーへの入居支援（イノベーション推進課）

＜環境の整備＞
・県内外の大学や企業の関係者との出会いの場づくり（オープンイノベーション）

（イノベーション推進課）

・産業技術共創センターでの技術指導、最先端の試験分析・評価機器の整備
（イノベーション推進課）

③ 人材の確保等（第９条関係）
＜人材の確保＞
・プロフェッショナル人材とのマッチング、兼業副業人材の活用

（労働雇用政策課）

＜人材の育成＞
・大学との連携による県内企業の技術者等を対象にしたリスキリング

（イノベーション推進課）

・産業技術共創センター等における技術研修等 （イノベーション推進課）

④ 学習の振興等（第10条関係）

・滋賀県立高等専門学校の開設に向けた施設の整備 （高等教育振興課）

・ＩＣＴ関係のスキル・専門知識を備えた地域人材の育成等
（高等教育振興課、高校教育課）

・STEAM教育、アントレプレナーシップ教育プログラムの開発等
（イノベーション推進課、高校教育課）

・研究活動等に取り組む中高生への支援等
（子ども若者政策・私学振興課、イノベーション推進課、高校教育課）

・県内の高校生を対象とした、探究活動を伴う海外留学の支援（高校教育課）

・科学的な知識・技能や思考力・判断力・表現力を競う科学の甲子園
ジュニア滋賀県大会の実施等 （幼小中教育課）

⑤ 国との連携協力（第11条関係）
・地域未来戦略本部における地域ごとの戦略産業クラスター計画等の形
成に向けた協議 (商工政策課、産業立地課、イノベーション推進課)

・関西半導体人材育成等連絡協議会への参画 (イノベーション推進課)
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☆誰もが働きやすい環境づくりを推進します！
○経済団体との連携・協働によるワーク・

ライフ・バランスの推進
○企業等への長時間労働の抑制、年次有給休暇

の取得促進などの働きかけ
○イクボス宣言の普及
○テレワーク等の多様な働き方の普及促進
○在宅ワーク等の新しい働き方の普及
○アンコンシャス・バイアスや女性の健康等を

テーマとした動画の広報・啓発
○子育て・介護支援の充実

☆女性の就職・再就職を支援します！
○滋賀マザーズジョブステーションにおける

ワンストップでの就労支援
○子育て・介護等との両立に配慮した多様な

職業訓練
○医療・介護・保育等の分野における人材の

確保・定着

☆企業における女性活躍に向けて取組を推進し
ます！
○経済団体等との連携・協働による女性活躍の

推進
○企業の女性活躍状況の見える化
○経営者への啓発

☆女性の多様な活躍を支援します！
○女性農業者の活躍応援
○理工系女性人材の育成
○女性研究者・技術者の活躍促進
○建設分野における女性技術者ネットワークの

構築等

滋賀の地域・経済の活性化に向けて、働く場への参画や多様で柔軟な働き
方、管理職の増加に向けた支援等を中心に、女性の活躍推進を部局横断で重
点的に取り組んでいきます。

☆女性のキャリア形成を支援します！
○女性のキャリアアップ支援
○働く女性の情報交換の場づくりやネット

ワークづくりの支援
○リスキリング、デジタル人材の育成

☆男性の家事・育児・介護への参画を進めます！
○男性の家事・育児参画のための広報
○企業等への男性の育児休業取得の働きかけ

☆県庁における女性の活躍推進に取り組みます！
○意思決定に関わる管理職への女性職員の

登用推進
○職域の拡大・研修等を通じた中長期的な育成
○仕事と家庭を両立しながら活躍できる

職場づくり
○男性の育児休業の取得促進
○附属機関における女性委員比率の向上

☆性別にとらわれない選択を可能にするライフ＆
キャリア教育、体験学習を進めます！

○主体的に進路を選択できる力を身につける
教育・体験活動

滋賀の女性・元気・応援プロジェクト滋賀の女性・元気・応援プロジェクト

☆女性の起業を支援します！
○総合相談窓口を設置し総合的に支援
○女性起業家のネットワークづくりを支援

「仕事と生活の調和を進める
キャラクター滋賀県のカエルちゃん」

イラスト：タカノキョウコ
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カ ラ ッ ト
カ ラ ッ ト
令和８年度 滋賀の女性･元気･応援プロジェクト

継続就労再就職

キャリア・アップ

[拡]・しがの「女性活躍」応援事業 【みらいの農業振興課：4,800千円】
・建設産業魅力発信事業（一部） 【技術管理課： 60千円】
・地域を支える建設産業魅力アップ事業（一部）

【技術管理課：6,808千円】
・医科学サポート事業（女性アスリート支援）

【スポーツ課：1,042千円】
・消防職員特別教育女性消防職員教育 【消防学校：0千円】

・学校教育におけるキャリア教育の実施
【幼小中教育課・特別支援教育課：7,833千円】

・滋賀県女性活躍推進企業認証制度 【女性活躍推進課：166千円】
[新]・企業におけるジェンダー平等推進ＰＲ事業 【女性活躍推進課：5,000千円】

[新]・ジェンダーギャップ解消・男性育休取得促進事業

【女性活躍推進課：6,512千円】

・明日のおうみ女性リーダー育成プロジェクト【女性活躍推進課：1,506千円】

[新]・中小企業金融対策費・政策推進資金（女性活躍推進枠）

【中小企業支援課：250,562千円】

【予算額 (41事業) 1,815,923千円】

・女性の起業トータルサポート事業
【男女共同参画センター：7,002千円】

[新]・女性の起業応援センター機能強化事業
【男女共同参画センター：6,773千円】

・中小企業金融対策費・開業資金(女性創業枠)
【中小企業支援課：251,254千円】

・Ｇ-ＮＥＴカフェ（男性の家事・育児・介護等参画促進事業）
【男女共同参画センター：235千円】

・仕事と生活の調和・女性活躍推進会議しが 【女性活躍推進課：36千円】
・両立支援制度普及啓発 【労働雇用政策課：550千円】
・イクボス宣言企業登録 【女性活躍推進課：0千円】
・魅力ある職場づくり事業 【労働雇用政策課：6,039千円】
・在宅ワーク促進事業 【女性活躍推進課：3,047千円】
・ジェンダー平等のための「大人の学び・やりませんか？」事業

【女性活躍推進課：0千円】
・医師確保総合対策事業 (一部） 【医療政策課：113,611千円】
・滋賀県医師キャリアサポートセンター運営事業（一部）

【医療政策課：49,931千円】
・しが働きやすい介護の職場認証制度の運用 【医療福祉推進課：654千円】
・子育て支援環境緊急整備事業 【子育て支援課：75,585千円】

・女性職員の活躍推進事業 【人事課、行政経営推進課：450千円】
・育児休業中職員への庁内情報提供の促進 【DX推進課：773千円】
・審議会等への女性参画の促進 【女性活躍推進課：0円】

・働く女性のハッピー・キャリアセミナー開催事業

【女性活躍推進課：222千円】

・北の近江・ジェンダー平等加速化事業

【女性活躍推進課：1,021千円】

・若年層等確保・定着支援事業（一部）

【労働雇用政策課：20,428千円】

キャリア形成支援

企業における女性活躍の推進

性別にとらわれない選択を
可能にするライフ&キャリア教育、体験学習

多様な活躍への支援

誰もが働きやすい環境づくり起業支援

男性の家事・育児・介護への参画

県庁における取組

・滋賀マザーズジョブステーション事業
【女性活躍推進課：52,010千円】

・北の近江・女性IT基礎スキル向上事業
【女性活躍推進課：2,802千円】

[拡]・パパ・ママのキャリア＋育児サポートプロジェクト事業
（一部） 【生涯学習課（図書館）：5,689千円】
・地域医師確保促進事業（一部）

【医療政策課：3,600千円】
・看護職員確保等対策費（一部）

【医療政策課：161,309千円】
[拡]・地域医療総合確保事業（一部）

【医療政策課：629,342千円】
・介護・福祉人材確保緊急支援事業（一部）

【医療福祉推進課：58,067千円】
・保育士・保育所支援センター運営事業

【子育て支援課：26,565千円】
・保育士修学資金貸付事業

【子育て支援課：27,376千円】
・子育て女性等職業能力開発事業

【労働雇用政策課：27,263千円】

就職・再就職支援

就 職

結婚・出産
・子育て

（離職）

ワークライフ
バランスが
実現できる

キャリア
ビジョンが
描ける

仕事と
子育てが
両立できる

様々な分野で
起業が
できる

女性の
管理職が
増える

再チャレンジ
ができる

進路選択

起 業
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令和８年度商工労働部予算の概要

１．　予算総額（一般会計）

年　度

区　分

２．　予算科目（項）別一覧

年　度

区　分

（単位：千円）

令 和 ８ 年 度
当 初 予 算

令 和 ７ 年 度
当 初 予 算

比 較 増 減 比率（％）

県 一 般 会 計 予 算 682,340,000 646,200,000 36,140,000 105.6

商 工 労 働 部 予 算 34,465,443 35,766,939 △ 1,301,496 96.4

県予算に商工労働部
予算の占める割合(%)

5.1 5.5

（単位：千円）

97.6

令 和 ８ 年 度
当 初 予 算

令 和 ７ 年 度
当 初 予 算

比 較 増 減 比率（％）

商 工 業 費 2,768,425 3,225,932 △ 457,507 85.8

中 小 企 業 費 30,130,323 30,882,595 △ 752,272

労 政 費 541,598 544,999 △ 3,401 99.4

計 34,465,443 35,766,939 △ 1,301,496 96.4

職 業 訓 練 費 1,025,097 1,113,413 △ 88,316 92.1
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令和８年度予算所属別一覧

予算所属別一覧（一般会計）

（単位：千円）

所　属　名 区　分
令 和 ８ 年 度
当 初 予 算

令 和 ７ 年 度
当 初 予 算

比率（％）

事 業 費 571,837 2,286,752 25.0

職 員 費 201,066 177,468 113.3

計 772,903 2,464,220 31.4

事 業 費 565,838 486,610 116.3

職 員 費 73,830 88,113 83.8

計 639,668 574,723 111.3

事 業 費 28,622,587 28,139,186 101.7

職 員 費 119,281 116,535 102.4

計 28,741,868 28,255,721 101.7

事 業 費 646,485 1,020,489 63.4

職 員 費 111,067 95,482 116.3

計 757,552 1,115,971 67.9

事 業 費 20,277 62,844 32.3

職 員 費 50,480 49,834 101.3

計 70,757 112,678 62.8

事 業 費 235,702 417,356 56.5

職 員 費 313,154 273,945 114.3

計 548,856 691,301 79.4

事 業 費 708,620 99,761 710.3

職 員 費 196,791 183,219 107.4

計 905,411 282,980 320.0

事 業 費 1,036,345 1,147,784 90.3

職 員 費 530,350 510,628 103.9

計 1,566,695 1,658,412 94.5

事 業 費 330,955 479,686 69.0

職 員 費 130,778 131,247 99.6

計 461,733 610,933 75.6

事 業 費 32,738,646 34,140,468

職 員 費 1,726,797 1,626,471

計 34,465,443 35,766,939

 予算所属別一覧（特別会計）

569,600 564,400 100.9

474,100 260,000 182.3

女 性 活 躍 推 進 課

商 工 労 働 部 計

産 業 立 地 課

産 業 用 地 開 発 事 業 特 別 会 計

商 工 政 策 課

中 小 企 業 支 援 課

イノベーション推進課

計 量 検 定 所

南部産業技術共創セン
タ ー

中小企業支援資金貸付事業特別会計

北部産業技術共創セン
タ ー

労 働 雇 用 政 策 課
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２ ． 令 和 ８ 年 度 事 業 概 要 

 

商 工 政 策 課 

産 業 立 地 課 

中 小 企 業 支 援 課 

イノベーション推進課 

労 働 雇 用 政 策 課 

女 性 活 躍 推 進 課 
 

※ 「当初予算額」欄について 

国……国庫支出金 

使……使用料及び手数料 

財……財産収入 

繰……繰入金 

諸……諸収入 

起……起債 

㊀……一般財源 

 

※ 「説明」欄について 

挑……施策チャレンジ枠による事業 

長……長寿命化等推進特別枠による事業 

○新 ……新規項目 

 

 

- 25 -



単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

［財源名］、（前年度予算額） 

 

【商工政策課】 

 

商工労働行政推進費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 343,492 

 (357,299) 

   

国 24,900 

 

財 81,574 

 

繰 24,110 

 

諸 567 

 

㊀ 212,341 

 

 

 

 ○新 挑１  グローバルゲートウェイ機能強化事業【資料１、２】 

 8,476[国、繰、㊀](-) 

  海外自治体・企業と国際的なビジネスの接点創出のため、

環境技術を始めとする滋賀の強みを活かし、駐日外交団等を

対象とした県内企業視察や国際会議等での技術紹介を行う。 

グローバルゲートウェイ機能強化業務委託 7,000 

           委託先：民間 

 

 

 ○新 挑２ 環境ビジネスマッチング支援事業【資料１、３】  

5,500[国、㊀](-) 

  ジェトロ滋賀貿易情報センターと連携して海外のニーズを

調査し、海外の環境関連企業と、しが環境ビジネス推進ネッ

トワーク参加企業等との商談会を実施する。 

      補助率：定額   

補助対象：独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ） 

 

 

 ○新 挑３ 海外市場開拓支援事業【資料１、４】 14,000[国、㊀](-) 

   関税等によって国際情勢が変化する中、調達・生産・販売

等の多元化を進めて海外市場の変化に対応するため、海外市

場の開拓に取り組む県内企業等を支援する。 

        補助率：１/２以内 上限350 万円・下限50万円 

        補助対象：県内中小企業等 

 

 

○新 挑４ グローバルサウスプロジェクト組成支援事業 

【資料１、５】18,500[国、㊀](-) 

  県内企業がグローバルサウスを中心とした海外市場で持続

的に成長できる基盤を整備するため、県と海外自治体の協力

関係を基礎に国内外での連携を強化し、県内企業の技術を活

かした環境課題等の解決に資するビジネスの海外展開を支援

する。 

グローバルサウスプロジェクト組成支援業務委託 18,500 

          委託先：民間 
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  単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

［財源名］、（前年度予算額） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 ５ ベトナムビジネス・トータルサポート事業【資料１、６】  

10,535 [繰、㊀](10,231) 

 ベトナムでのビジネス展開を目指す県内企業に対し、現地情

報の提供や相談対応、ビジネスマッチング支援等を行い、県内

企業の海外展開を促進する。 

ベトナムビジネス・トータルサポート事業委託 9,500 

委託先：民間 

 

 

 ６ オープンファクトリー推進事業【資料７】 

5,700[繰](6,000) 

 多様な企業が地域一体で製造現場を公開する取組を後押しす

ることにより、働き手の人材育成のほか、企業の認知度向上や

将来的な人材確保につなげる。 

オープンファクトリー推進事業委託 5,700 

委託先：民間 

 

 

 ７ 発酵産業魅力発信事業【資料８】  5,000[国、㊀](5,000) 

 県産発酵商品のファンを県内外に創出し、発酵産業のさらな

る振興を図るため、県内や首都圏でのＰＲイベントを行う。 

発酵産業魅力発信事業委託 4,800 

委託先：民間 

 

 

- 27 -



単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

［財源名］、（前年度予算額） 

 

【産業立地課】 

 

工業立地指導対策費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 492,070 

 (421,234) 

 

国 84,411 

 

繰 128,509 

 

㊀ 279,150 

 

 

 

 １ 企業立地推進事業 224,015[国、㊀](243,479) 

 

 (1) 産業立地戦略推進助成金【資料９】 50,000[㊀](50,000) 

 本県産業の更なる発展につなげるため、滋賀県産業立地戦

略に基づく重点分野における企業の新規立地や増設に対し、

その費用の一部を助成する。 

 補助率：５％以内（研究開発拠点、北部地域等10％以内） 

 補助対象：対象分野で設備投資を行う企業 

 

 

 (2) 「Made in SHIGA」企業立地助成金 100,000[㊀](100,000) 

 滋賀県経済の活性化を図るため、今後の成長が見込まれる

産業分野における企業の本社機能、研究開発拠点、マザー工

場などの新規立地や県内工場等の増設に対し、費用の一部を

助成する（過年度に指定した企業への助成金分割交付）。 

 補助率：５％以内 補助対象：指定企業 

 

 

 (3) 滋賀県企業立地促進補助金 23,527[㊀](48,334) 

企業の新規立地や増設時に企業が行う人材確保や通勤環境

の改善等にかかる取組に対し、費用の一部を補助する。 

 補助率：１／２ 補助対象：設備投資を行う企業 

 

 

(4) 持続可能な物流支援事業【資料10】 42,684[国](42,042) 

 本県のモノづくりを支える物流の持続可能な環境を構築す

るため、価格転嫁や荷待ち時間等の啓発と合わせ、県内運送

事業者による経営改善や人材確保に係る取組を支援する。 

 ①持続可能な物流支援事業 3,658 

 ②物流事業者経営改善支援金 29,026 

 補助単価：15,000円／１回 補助対象：物流事業者 

 ③物流事業者人材確保支援補助金 10,000 

   補助率：１／２ 補助対象：物流事業者 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

［財源名］、（前年度予算額） 

   

挑２ 情報通信業の県内立地促進事業 7,200[国、㊀](14,540) 

 重要性が高まる情報通信業の立地促進を図るため、新たに県

内に進出した企業の初期投資に対し、費用の一部を補助する。 

 情報通信業立地促進事業費補助金  

補助率：１／２等  

補助対象：県内に進出する情報通信業者 

 

 

 

３  産業用地開発資金貸付金【資料11】 221,199 

[繰、㊀](134,145) 

産業用地開発に取り組む市町に対し無利子貸付を行い、市町

による円滑な産業用地の確保を支援する。 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

［財源名］、（前年度予算額） 

 

【中小企業支援課】 

 

商工労働行政推進費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 38,556 

 (33,833) 

 

財 5,374 

 

繰 8,934 

 

㊀ 24,248 

 

 

 

  

○新１ 事業承継・成長促進事業【資料13】 6,075[繰](-) 

 事業承継を契機とした新商品開発や人材育成等に向けた取組

に係る経費の一部を補助することにより、中小企業等の円滑な

事業承継と成長の促進につなげる。 

 補助率：２／３ 補助対象：県内中小企業等 

 

 

 

 ２ 北部地域事業承継促進事業 15,726[㊀](15,000) 

 特任相談員を北部地域の商工会および商工会議所に設置し、

事業承継ニーズの発掘や後継者を対象としたセミナーの開催等

により、北部地域の事業承継を促進する。 

 

 

 

 

商店街振興対策費 

 

 

 8,062 

 (7,044) 

 

㊀ 8,062 

 

 

 １ にぎわいのまちづくり総合支援事業 5,975[㊀](4,982) 

 商店街振興組合等が行う、市町のまちづくりに関する計画と

整合する地域の特性を活かした商店街の魅力向上やにぎわいの

創出につながる取組を支援する。 

 

 

 

 

中小企業支援事業 

普及費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 328,889 

 (206,030) 

 

国 307,700 

 

繰 6,050 

 

㊀ 15,139 

 

１ 中小企業経営革新等応援事業 12,542[㊀](15,283) 

 中小企業等経営強化法等に基づき、企業間連携を含む中小企

業の新商品開発や販路開拓等の新たな事業活動を行うための経

営革新計画を承認するとともに、計画の実現に向けた取組に要

する経費の一部を助成する。 

①中小企業経営革新等応援事業補助金 11,500 

 補助率：１／２等 補助対象：県内中小企業等 

②経営革新等アドバイザー派遣事業委託  

委託先：滋賀県中小企業診断士協会 

 

- 30 -



単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

［財源名］、（前年度予算額） 

   

２ 中小企業等への支援による地域経済活性化事業 【資料14】 

303,200 [国](157,500) 

 長引く物価高騰や賃上げの影響を受ける事業者を支援するた

め、県内中小企業・小規模事業者の実情を熟知する商工団体等

が実施する取組に要する経費に対して助成する。 

 補助率：定額 補助対象：商工会連合会、商工会議所等 

 

 

 

 

商工会・商工会議所

活動強化費 

 

 

 

 1,468,766 

 (1,462,664) 

 

㊀ 1,468,766 

 

 

１ 小規模事業経営支援事業費補助金 1,454,225 

[㊀](1,449,600) 

商工会、商工会議所および商工会連合会が小規模事業者のた

めに行う経営改善普及事業等に要する経費に対して助成する。 

 

 

 

 

中小企業団体中央会

等活動促進費 

 

 

 113,829 

 (112,997) 

 

㊀ 113,829 

 

 １ 中小企業連携組織対策事業費補助金 102,247[㊀](101,647) 

 滋賀県中小企業団体中央会が中小企業の組織化、育成および

指導のために行う事業に要する経費に対して助成する。 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

［財源名］、（前年度予算額） 

 

中小企業金融対策費 

 

 26,645,291 

 (26,304,283) 

 

繰 7,431 

 

諸 26,508,000 

 

㊀ 129,860 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １ 中小企業振興資金貸付金【資料15】    26,508,000 

[諸](26,161,000) 

 中小企業者の経営安定等を図るため、制度融資を実施する。 

資 金 名 予 算 額 新規貸付枠 

経営支援資金(しえん) 716,000 2,840,000 

 一般枠 82,000 480,000 

経営者保証非提供促進枠 37,000 200,000 

小規模企業者枠 227,000 1,200,000 

小規模企業者特別枠 370,000 960,000 

セーフティネット資金(しんらい) 8,729,000 45,000,000 

 新規枠 5,237,000 7,000,000 

 借換枠 566,000 9,000,000 

経営力強化新規枠 2,100,000 9,000,000 

経営力強化借換枠 826,000 20,000,000 

緊急経済対策資金(きんきゅう) 2,109,000 24,300,000 

 新規枠  961,000 7,500,000 

 借換枠 1,148,000 16,800,000 

政策推進資金(すいしん) 1,306,000 11,700,000 

 事業継続・新事業促進枠  253,000 900,000 

 事業承継枠 251,000 1,000,000 

 再生支援枠 預託なし 3,000,000 

 がんばる企業応援枠 185,000 1,000,000 

 ＧＸ・ＤＸ推進枠 384,000 4,900,000 

 女性活躍推進枠 233,000 900,000 

短期事業資金(たんき) 756,000 5,400,000 

 通常枠  644,000 4,200,000 

 手形・電子記録債権割引枠 

 
112,000 1,200,000 

開業資金(かいぎょう) 1,757,000 3,600,000 

 創業枠、創業サポート枠、女性

創業枠、北部振興枠 1,757,000 3,600,000 

市町小規模企業者小口簡易資金 10,000 200,000 

旧

資

金 

新型コロナウイルス感染症対

応資金 9,160,000 － 

政策推進資金(経営力強化枠） 1,000 － 

短期事業資金(コロナ枠) 1,000 － 

短期事業資金(原油価格・物価

高騰対応枠) 7,000 － 

セーフティネット資金(コロナ

新規枠) 236,000 － 

セーフティネット資金(コロナ

借換枠) 3,000 － 

セーフティネット資金(ポスト

コロナ新規枠) 1,317,000 － 

セーフティネット資金(ポスト

コロナ借換枠) 400,000 － 

合  計 26,508,000 93,040,000 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

［財源名］、（前年度予算額） 

  

 ２ 中小企業振興資金保証料軽減補助事業【資料15】 114,770 

[繰、㊀](119,311) 

 中小企業者等の保証料負担を軽減するため、滋賀県信用保証

協会に対し補助金を交付する。 

 資金名 

 ・開業資金（創業サポート枠） 3,689 

 ・開業資金（女性創業枠） 1,936 

 ・開業資金（北部振興枠） 2,310 

 ・経営支援資金（小規模企業者特別枠） 5,485 

 ・政策推進資金（事業承継枠） 17 

 ・政策推進資金（がんばる企業応援枠） 7,975 

 ・政策推進資金（ＧＸ・ＤＸ推進枠） 7,431 

 ・政策推進資金（女性活躍推進枠） 17,562 

 ・政策推進資金（経営力強化枠） 47 

 ・緊急経済対策資金 68,270 

 ・市町小規模企業者小口簡易資金 48 

 合計 114,770 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

［財源名］、（前年度予算額） 

 

【イノベーション推

進課】 

 

陶芸の森事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 257,585 

 (237,132) 

 

国 27,500 

 

使 1,343 

 

繰 2,268 

 

諸 16 

 

起 29,700 

 

㊀ 196,758 

 

 

 

 

 １ 陶芸の森事業費 198,360[使、繰、諸、㊀](216,850) 

 

 (1) 陶芸の森指定管理者管理料 182,682[㊀](173,539) 

県民が気軽に本物の陶芸に触れ、交流する拠点となる陶芸

の森について、事業の実施および施設の管理運営等の業務を

行うため、指定管理者に管理料を支出する。 

指定管理者：公益財団法人滋賀県陶芸の森 

 指定期間：令和８年４月１日から令和18年３月31日まで 

 

 

 

○新２ 陶芸の森魅力向上事業 55,000[国、起](-) 

 ＴＨＥシガパーク魅力向上事業の一環として、次も行きたく

なる公園を目指して施設整備を実施する。 

 

 

 

工業技術振興対策費 

 

 

 42,326 

 (36,606) 

 

国 11,960 

 

財 2,279 

 

㊀  28,087 

 

○新 挑１ 滋賀ものづくり産業取引拡大ＡＩ活用事業     12,920 

[国、㊀](-) 

 ＡＩ技術を用いて情報を最大限に引き出し、県内ものづくり

企業と県内外の発注企業を高精度に結びつけることで、県内企

業の受注機会の最大化を図る。 

補助率：定額  

補助対象：公益財団法人滋賀県産業支援プラザ 

 

 

○新 挑２ しがモノづくり技術共創マッチング事業【資料16】 

 11,000[国、㊀](-) 

 県内の中小企業が有する優れた技術・工法を大企業に提案す

る商談会を通じ、従来の大手企業の下請けにとどまらず、ビジ

ネスパートナーとして共に創造・発展するマッチングを促進

し、県内企業のビジネスチャンス拡大を図る。 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

［財源名］、（前年度予算額） 

 

滋賀の新しい産業 

づくり推進事業費 

 

 241,135 

 (605,241) 

 

国 74,000 

 

使 72 

 

繰 97,573 

 

諸 8 

 

㊀ 69,482 

 

 

 １ プロジェクトチャレンジ支援事業 90,029[繰、㊀](123,029) 

 製品の高付加価値化、新分野への進出、新産業の創造等を支

援するため、県内中小企業やスタートアップ企業が行うデジタ

ル産業や医療・健康産業、ウェルビーイング産業等、成長が見

込まれる分野の技術やＣＯ₂ネットゼロに資する技術の開発お

よび実証試験に要する経費の一部を助成する。 

 プロジェクトチャレンジ支援事業費補助金      90,000 

補助率：１／２等 補助対象：県内中小企業等 

 

 

 

 ２ しがテック・スタートアップ創出事業  10,000[㊀](9,000) 

 滋賀発の研究開発型スタートアップの発掘・育成のため、産

学官金によるコンソーシアムが実施する事業化プランコンテス

トや試作開発・資金調達に向けた取組を支援する。 

 

 

 挑３ オープンイノベーション推進事業 27,000[国、㊀](25,270) 

中小製造業者をはじめ様々な分野（農業や医療、情報通信な

ど）の県内企業と、スタートアップ、大学、ＤＸ事業者等との

連携の構築によるオープンイノベーションを加速することで、

新事業創出や競争力強化を図る。 

補助率：定額  

 補助対象：公益財団法人滋賀県産業支援プラザ 

 

 

 

４ しがテックイノベーション創出事業【資料17】 37,000 

[国](354,666) 

半導体や宇宙、ＡＩなど将来の成長産業分野への中小企業の

新規参入を促すため、大学等との連携による人材育成や技術開 

発環境整備等の取組を通じ、本県のイノベーション創出を図る。

イノベーションブリッジ創出事業委託 37,000 

委託先：民間 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

［財源名］、（前年度予算額） 

   

○新 挑５ 地域産業を支える次世代アントレプレナーシップ育成事業 

【資料18】8,000[国、㊀](-) 

本県産業の持続的発展のため、小・中学生向けにＳＴＥＡＭ

教育とアントレプレナーシップ（起業家精神）教育を統合した

プログラムを大学等と共同で開発・実施し、次世代の理系・も

のづくり人材の育成を図る。 

アントレプレナーシップ育成事業委託 8,000 

委託先：大学等 

 

○新６ 大学発先端研究成果展開支援事業【資料19】 

13,000[国、㊀](-) 

 本県における持続的かつ高付加価値な次世代産業の創出を図

るため、成長・先端産業に資する大学の研究シーズの展開・実

証を促進し、その成果の社会実装を積極的に推進する。 

大学発先端研究成果展開支援事業委託 13,000 

委託先：大学等 

 

○新７ 次世代産業創出に向けたあり方検討事業 11,441[㊀](-) 

本県における成長性の高い次世代産業の創出を図るため、有

識者による懇話会で本県の産業・技術分野の優位性を活かした

取組の方向性を検討するとともに、本県が描く産業の未来像を

県内外に発信し新たなイノベーション創出を喚起するプロジェ

クトの実施に向けた企画や検討を行う。 

滋賀未来産業プロジェクト検討事業委託 10,000 

委託先：民間 

 

 

地場産業総合振興 

対策費 

 

 73,030 

 (78,350) 

 

国 38,800 

 

繰 3,584 

 

㊀ 30,646 

 

○新 挑１ 地場産業・伝統的工芸品の魅力づくり支援事業【資料20】 

12,000[国、㊀](-) 

 地場産業および伝統的工芸品製造事業者が抱える情報発信の

課題に対し、動画など情報発信ツールの作成やこれらを活用し

た展示スペースでの展示会出展シミュレーションなど、情報発

信能力の高度化を図るための伴走支援を行う。 

地場産業・伝統的工芸品の魅力づくり支援事業委託 12,000 

委託先：民間 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

［財源名］、（前年度予算額） 

 ○新 挑２ 伝工品で彩る魅力体感支援事業【資料21】11,000[国、㊀](-) 

伝統的工芸品の魅力を体感していただけるよう、宿泊施設の

調度品や備品としての導入を支援し、新たな魅力発信手法の検

討を行う。また、デジタルツールを用いた販売方法を試行的に

導入し、直接販売やオンライン販売など、より効果的な販売方

法についても検討する。 

伝工品で彩る魅力体感支援事業委託 6,000 

委託先：民間 

伝工品で彩る魅力体感支援事業費補助金 5,000 

補助率：１／２ 補助対象：県内宿泊事業者 

 

○新３ 地場産業の未来を創る地場産業組合パワーアップ支援事業  

【資料22】25,000[国](-) 

物価高騰等の影響を受けた地場産業を支援するため、地場産

業組合等の共同購入活動や付加価値向上、生産性向上などの新

規事業に要する経費の一部を助成する。 

補助率：１／２等 補助対象：県内の地場産業組合等 

工業技術総合センター

試験研究指導費 

 

 

 143,732 

 (163,977) 

 

国 598 

 

使 38,199 

 

財 137 

 

繰 14,706 

 

諸 71,524 

 

㊀ 18,568 

 

 １ 外部競争的資金導入型研究開発事業 48,998 

[諸、㊀](49,336) 

 国等の外部資金の積極的な導入により、技術開発や共同研究

および県内企業への技術移転を加速的に進め、競争力の強化と

新産業の創出を図る。 

 

 ２ モノづくり技術力向上のための「技術研修・リスキリング」 

事業 549[繰、㊀](249) 

 県内のものづくり産業を支える人材の育成のため、必要な研

究開発、品質管理、課題解決のレベルアップを目指し、技術講

習会とセンター保有の機器の利用実習を連携した実践的な「技

術研修・リスキリング(学び直し)」を行う。 

 

 ○新 ３ 信楽焼未来技術継承プログラム事業 2,250[使、繰](-) 

 信楽焼産地の課題である職人などの生産者の高齢化や需要変

化に対応する地域の産業力について、将来の担い手育成や需要

対応力を高め、持続可能な産地づくりを総合的に支援する。 

 

 ○新 ４ 信楽窯業技術試験場100周年記念事業 3,000[㊀](-) 

 令和９年度の信楽窯業技術試験場100周年に向け、事業を検

討する実行委員会を設立し、信楽焼の歴史や未来、技術などを

発信するプレイベントを実施する。 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

［財源名］、（前年度予算額） 

 

東北部 

工業技術センター 

運営費 

 

 572,297 

 (28,270) 

 

使 9,370 

 

繰 417,714 

 

起 4,400 

 

㊀ 140,813 

 

 長１ 庁舎整備費 416,671[繰](-) 

 東北部工業技術センターの老朽化に対応するための施設・設

備の整備に伴い、機器等を新庁舎へ移設する。 

移設費 416,671 

 

 

 

 

 

 

 

東北部 

工業技術センター 

試験研究指導費 

 

 

 

 

 136,323 

 (71,491) 

 

国 24,147 

 

使 26,661 

 

繰 15,347 

 

諸 47,291 

 

起 18,900 

 

㊀   3,977 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １ 外部競争的資金導入型研究開発事業 31,726[諸](31,726) 

 国等の外部資金の積極的な導入により、技術開発や共同研究

および県内企業への技術移転を加速的に進め、競争力の強化と

新産業の創出を図る。 

 

 

 ２ 生分解性プラスチックの開発・利用促進事業 1,073 

[繰](1,073) 

 県内プラスチック製造業の活性化やマイクロプラスチック問

題の解消に向け、生分解性評価をできる環境を整備するととも

に、生分解性プラスチックの技術普及と材料開発を行う。 

 

 

 ○新 ３ 高度ものづくり企業のブランド力向上事業 6,000 

[国、繰](-) 

 高い技術力を持つ中小製造業者のブランド力向上を図るため

に、専門家（デザイナー）の指導により自社展示ブースの表現

力向上を行う。 

 

 

 ○新４ 地域資源を活用したものづくりのための試作開発支援事業 

    【資料23】11,720[国、繰、起](-) 

試作開発環境を整備し、地域資源を活用した商品開発と販路

の開拓を促進することで、産業の高度化を図る。 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

［財源名］、（前年度予算額） 

【労働雇用政策課】 

仕事と家庭両立支援

促進費 

 

 

 6,439 

 (27,085) 

 

国 3,400 

 

㊀ 3,039 

 

 挑１ 魅力ある職場づくり事業 6,039[国、㊀](6,000) 

 多様で柔軟な働き方ができる環境整備など「魅力ある職場づ 

くり」に取り組もうとする県内中小企業等の掘り起こしを図り、

その取組を支援する。 

魅力ある職場づくり事業委託 6,000 

委託先：民間 

雇用安定対策費  359,850 

 (355,370) 

 

国 189,310 

 

財 70 

 

繰 30,821 

 

㊀ 139,649 

 挑１ しがジョブパーク事業【資料24,25】 81,695[国、㊀](63,477) 

 求職者の新規就業と県内中小企業等の人材確保を促進するた

め、就職相談や採用力向上支援、マッチングイベント等を実施

するほか、大学等との連携強化および県内就職の促進に向けた

県外就職者との接点の強化を図り、滋賀で働く魅力や情報の発

信を行う。 

①しがジョブパーク事業委託 66,969 

委託先：民間 

②地域若者サポートステーション支援事業委託  

委託先：厚生労働省委託団体 

 

 挑２ プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業【資料26】 93,242 

[国、繰、㊀](80,552) 

 「滋賀県プロフェッショナル人材戦略拠点」において、県内

中小企業等の経営課題の解決に必要となる専門人材の確保（雇 

用、副業・兼業）に向けたマッチングや、その定着を支援する。

併せて、専門人材の確保にかかる成約手数料等を補助する。 

①プロフェッショナル人材戦略拠点運営委託  

委託先：公益財団法人滋賀県産業支援プラザ 

②プロフェッショナル人材活用補助金 43,160 

補助率：１／３等 補助対象：県内中小企業等 

 

 ３ プロフェッショナル人材戦略拠点北部サテライト事業 4,526 

【資料26】[㊀](4,526) 

 「滋賀県プロフェッショナル人材戦略拠点北部サテライト」

を設置し、県北部地域の中小企業等の人材確保および経営基盤

の強化を重点的に支援する。 

プロフェッショナル人材戦略拠点北部サテライト運営委託  

委託先：公益財団法人滋賀県産業支援プラザ 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

［財源名］、（前年度予算額） 

   

 ４ 外国人材活躍促進事業【資料27】       73,658 

[国、繰、㊀](68,184) 

 就業や生活の地として「世界から選ばれる滋賀」を実現する

ため、相談窓口の設置やマッチング機会の提供等により、県内

中小企業等と外国人材の双方を支援する。 

①外国人材総合支援事業委託 38,076 

委託先：民間 

②外国人材定着・活躍支援事業委託 12,060 

委託先：民間 

③ベトナム人材交流推進事業委託  20,890 

委託先：民間 

 

 

 ５ 人的資本経営に向けた経営層のマインドチェンジ促進事業 

 19,500[国、繰](20,500) 

 社会環境の変化や人材不足の環境に対応するため、県内中小

企業等の人材戦略の変革やリスキリング、ワークエンゲージメ

ントの向上などの人的資本経営に向けた経営層のマインドチェ

ンジを促進する。 

人的資本経営に向けた経営層のマインドチェンジ促進事業委託 

 19,500 

委託先：民間 

 

 

 ６ 若年層等確保・定着支援事業【資料28】  20,428 

[繰、㊀](16,610) 

 県内中小企業等の人材確保・育成・定着のサイクルの好循環

を促すため、企業が行う従業員の奨学金返還支援やスキルアッ

プ支援の取組を支援する。 

 補助率：１／２ 補助対象：県内中小企業等 

 

 

 

 

 

 

- 40 -



単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

［財源名］、（前年度予算額） 

 

就職促進援助費 

 

 

 

 

 

 

 26,630 

 (26,620) 

 

国 3,456 

 

㊀ 23,174 

 

 １ 障害者トライワーク支援事業 5,671[㊀](5,000) 

 職場体験の実施を通じて、事業所の障害者雇用への理解と障

害者自身の就労意欲の向上を図り、障害者を雇用する事業所を

拡大するとともに、障害者の就労を促進する。 

 補助率：定額 

 補助対象：特定非営利活動法人 

 滋賀県社会就労事業振興センター 

 

 

 

職業能力開発振興費 

 

 

 

 

 

 

 57,936 

 (64,198) 

 

国 27,825 

 

使           20 

 

諸 600 

 

㊀ 29,491 

 

 

 挑１ ものづくり魅力発信事業 2,632[国、㊀](2,632) 

     ものづくりに興味を持つ人材を創出するため、ものづくりに

携わる人材等の動画を作成し、高校生や求職者等に発信するこ

とで、ものづくり分野への関心を高める。 

ものづくり魅力発信事業委託 2,632 

委託先：民間 

 

高等技術専門校運営

費 

 

 163,691 

 (201,459) 

 

国 70,087 

 

使 3,278 

 

繰 294 

 

諸 337 

 

起 13,300 

 

㊀ 76,395 

 

 １ 施設整備事業費【資料29】 87,703[国、㊀](111,726) 

 高等技術専門校の訓練科再編に向け、必要な訓練機器を計画

的に整備するとともに、施設および訓練機器の更新、修繕、点

検調整等を行う。 

①訓練科再編にかかるもの 64,598 

②更新、修繕、点検調整等 23,105 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

［財源名］、（前年度予算額） 

 

【女性活躍推進課】 

 

女性の就労サポート

事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 55,057 

 (55,899) 

 

国 1,523 

 

使 78 

 

諸 8 

 

㊀ 53,448 

 

 

 

 

 

 １ 滋賀マザーズジョブステーション事業【資料30】 52,010 

[使、諸、㊀](52,852) 

 子育てをしながら再就職を希望する女性等を対象に、仕事と

子育ての両立に向けたアドバイスや託児の実施、就労相談、求

人情報の提供や職業紹介など、就労支援をワンストップで行う

「滋賀マザーズジョブステーション」を運営する。 

①マザーズ就労支援業務 29,215 

②託児業務（近江八幡） 7,671 

③託児業務（草津駅前） 8,404 

 

 ［債務負担行為］ 

 期 間：令和８年度から令和９年度まで 

 限度額：30,673 

 内 容：滋賀マザーズジョブステーション運営業務 

 

 ［債務負担行為］ 

 期 間：令和８年度から令和９年度まで 

 限度額：18,316 

 内 容：滋賀マザーズジョブステーション等託児業務 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

［財源名］、（前年度予算額） 

 

ジェンダー平等推進

事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 17,063 

 (4,650) 

 

国 6,031 

 

繰 4,009 

 

㊀ 7,023 

 

 

 

 

○新 挑１ 企業におけるジェンダー平等推進ＰＲ事業【資料31】 

  5,000[㊀](-) 

「誰もが働きやすい職場環境づくり」の実現のため、企業だ

けでなく県民や求職者も対象に女性活躍推進企業認証制度の認

知拡大を図り、制度の社会的価値を向上させ、認証企業の増加

につなげるＰＲを行う。 

企業におけるジェンダー平等推進ＰＲ業務委託 4,934 

委託先：民間  

 

 

○新  ２ ジェンダーギャップ解消・男性育休取得促進事業【資料31】

6,512 [国、繰](-) 

「誰もが働きやすい職場環境づくり」の実現のため、小規模

企業においてジェンダーギャップ解消に向けた取組が促進され

るよう、企業ごとの実情に応じたコンサルティングを実施する

ことで、認証企業の増加につなげる。 

ジェンダーギャップ解消・男性育休取得促進業務委託  

委託先：民間 

 

 

３ 働く場における女性活躍推進事業【資料30】 1,728 

[国、繰、㊀](1,378) 

女性を対象に各ステージに合わせたキャリア形成支援のため

のセミナーを開催するとともに、企業経営者や管理職に向け、

女性活躍に向けた意識改革を促すためのセミナーを開催し、女

性自身とその周囲の両側面から女性活躍の推進を図る。 

①働く女性のハッピー・キャリアセミナー 222 

②明日のおうみ女性リーダー育成プロジェクト 1,506 

 

  

 ４ 北の近江ジェンダー平等応援事業【資料30】  

3,823[国、㊀](3,272) 

県北部地域において、子育て中の女性等の再就職や就労継続、

希望に応じて正規雇用への転換を目指せるよう支援する事業を

実施し、県北部地域の人材確保につなげる。 

 ①女性ＩＴ基礎スキル向上事業 2,802 

 ②ジェンダー平等加速化事業 1,021 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

［財源名］、（前年度予算額） 

 

男女共同参画センター

事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 251,523 

 (412,493) 

 

国 10,070 

 

使 14,820 

 

繰 3,907  

 

諸 769 

 

起 174,500 

 

㊀ 47,457 

 

 

 １ 男女共同参画推進拠点事業【資料32】       26,175 

[国、繰、㊀](17,160) 

 県民、事業者および市町による男女共同参画の取組を支援す

るための拠点施設として、講座・研修等の事業を行う。 

 

○新  (1) 地域におけるジェンダー平等推進事業【資料32,33】 

 4,000[㊀](-) 

大学生等の若者や企業、民間団体、国、市町などの多様な

主体が交流し、男女共同参画に対する意識・見識を深め、課

題解決に向けて積極的に行動できるよう、プラットフォーム

を設置・運営する。 

地域におけるジェンダー平等推進業務委託  

委託先：民間   

 

(2) ＳＮＳを活用した若年女性相談事業【資料32】 1,949 

[国、㊀](1,870) 

 若年女性が普段から使い慣れているＳＮＳで相談を受ける

ことにより、支援機関や居場所につながる機会をつくり、問

題の深刻化を防ぐ。 

 

 

 

長２ 男女共同参画センター長寿命化対策事業 180,366 

[起、㊀](8,687) 

 公共施設マネジメント方針に基づく施設長寿命化に向けた予

防保全工事および工事にかかる設計を行う。 

①受変電設備更新工事                             1,157 

②給排水設備更新工事                            26,773 

③外壁その他改修工事にかかる設計業務       2,346 

④発電設備工事にかかる設計業務           730 

⑤空調設備改修工事                149,360 

 

 ［債務負担行為］ 

 期 間：令和８年度から令和９年度まで 

 限度額：24,594 

 内 容：発電設備工事 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

［財源名］、（前年度予算額） 

 

【産業用地開発事業

特別会計】 

 

産業用地開発事業 

 

 473,021 

 (259,927) 

 

繰 1,239 

 

諸 157,282 

 

起 314,500 

  

サプライチェーンの再構築等により、企業の設備投資が進む中、

県が主体となり、３市と連携して産業用地を開発する。 

令和８年度は基本設計業務、測量・調査業務、環境影響評価業務

等を実施する。【資料12】 

 

 １ 高島市産業用地開発事業 130,983[繰、諸、起](44,640) 

 

 ２ 大津市産業用地開発事業 149,597[繰、諸、起](121,260) 

 

 ３ 東近江市産業用地開発事業 191,268[繰、諸、起](93,710) 

 

  [債務負担行為] 

   期間：令和９年度 

   限度額：607,968 

   内容：産業用地開発事業に必要な測量設計調査委託業務 

      ・基本設計委託業務   192,627 

      ・土質調査委託業務   214,800 

      ・路線測量委託業務     11,603 

      ・用地測量委託業務   156,862 

      ・環境影響評価委託業務  23,958 

      ・環境調査委託業務     8,118 
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４ ． 商 工 労 働 部 行 政 機 構 
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令和８年度 商工労働部行政機構
（令和８年４月１日）

商

工

労

働

部

商 工 政 策 課

総 務 係
（０７７－５２８－３７１０）

企 画 調 整 係
（０７７－５２８－３７１２）

ビ ジ ネ ス 振 興 ・ 海 外 展 開 支 援係
（０７７－５２８－３７１３）

商 業 支 援 係
（０７７－５２８－３７３１）

活 性 化 推 進 係
（０７７－５２８－３７３３）

金 融 支 援 係
（０７７－５２８－３７３２）

計 量 検 定 所
（０７７－５６３－３１４５）

南部産業技術共創センター
（０７７－５５８－１５００）

北部産業技術共創センター
（０７４９－６２－１４９２）

産業立 地課

中 小 企 業 支 援 課

イノベーション 推 進 課

女 性 活 躍 推 進 課

男 女共 同参 画係
（０７７－５２８－３７７１）

活 躍 推 進係
（０７７－５２８－３７７２）

男女共同参画センター
（０７４８－３７－３７５１）

高等技術専門校米原校舎
（０７４９－５２－５３００）

高等技術専門校草津校舎
（０７７－５６４－３２９６）

労 働 雇 用 政 策 課

労 政 福 祉 係
（０７７－５２８－３７５１）

能 力 開 発 支 援 係
（０７７－５２８－３７５５）

産業ひとづくり推進室
（０７７－５２８－３７５８）

観 光 政 策 局

ビ ワ イ チ 推 進 室
（０７７－５２８－３７４６）

シガリズム・デスティネー
ションキャンペーン推進室

観光文化スポーツ政策室

ここ滋賀
（０３－６２２５－２９５１）

地 域 資 源 活 用 係
（０７７－５２８－３７４３）

誘 客 促 進 係
（０７７－５２８－３７４３）

総 務 係
（０７７－５２８－３７４０）

産 業立 地推 進係
（０７７－５２８－３７９２）

産 業 用 地開 発係
（０７７－５２８－３７８１）

観光文化スポーツ部に移管

デスティネーションキャンペーン推進係

（０７７－５２８－３７４２）

企 画 係
（０７７－５２８－３７４１）

映 像 誘 致 係
（０７７－５２８－３７４５）

次世代産業創出係
（０７７－５２８－３７９5）

技術革新推進係
（０７７－５２８－３７９4）

地場産業振興係
（０７７－５２８－３７９0）
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５ ． 商 工 労 働 部 分 掌 事 務 
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(１)部内の連絡調整に関すること。
(２)課内の庶務に関すること。
(３)商工労働行政の総合企画および連絡調整に関すること。
(４)産業振興ビジョンに関すること。
(５)商工業に係る経済対策の企画および連絡調整に関すること
　　（他の部課の所掌に属するものを除く。）。
(６)経済情報の収集および提供に係る部内調整に関すること。
(７)産業および企業の経済動向に関すること。
(８)コラボしが21に関すること。
(９)滋賀県産業支援プラザに関すること。
(10)企業に対する人権啓発に関すること。
(11)環境ビジネスの推進に関すること。
(12)県内中小企業の海外展開の支援に関すること
　　（他の部課の所掌に属するものを除く。）。
(13)産学官連携の推進に関すること
　　 （他の部課の所掌に属するものを除く。）。
(14)行政不服審査法に基づく審査請求に係る裁決に関すること。
(15)その他部内の他の課の所掌に属さない事項。

(１)産業立地の促進および総合調整に関すること。
(２)工場の適正配置および工業基盤の整備促進に関すること
　　(他の部課の所掌に属するものを除く。)。
(３)産業用地の開発に関すること。
(４)物流基盤の整備推進に関すること
　　(他の部課の所掌に属するものを除く。)。

(１)課内の庶務に関すること。
(２)中小企業の活性化の推進に関すること
　　（他の部課の所掌に属するものを除く。）。
(３)中小企業活性化審議会に関すること。
(４)商店街活性化対策の推進に関すること。
(５)小売商業調整特別措置法および大規模小売店舗立地法に関すること。
(６)大規模小売店舗立地審議会に関すること。
(７)家庭用品品質表示法に関すること。
(８)新商品の生産等により新たな事業分野の開拓を図る者の認定に関すること。
(９)商工会議所、商工会および連合会に関すること。
(10)中小企業団体に関すること。
(11)中小企業調停審議会に関すること。
(12)中小企業の振興指導に関すること。
(13)クリエイティブ産業の振興に関すること。
(14)中小企業の金融に関すること
　　（他の部課の所掌に属するものを除く。）。
(15)中小企業高度化事業に関すること。
(16)信用保証協会に関すること。
(17)貸金業法に関すること。

(１)課内の庶務に関すること。
(２)イノベーションの推進に関すること
　　（他の部課の所掌に属するものを除く。）。
(３)計量検定所に関すること。
(４)南部産業技術共創センターに関すること。
(５)北部産業技術共創センターに関すること。
(６)陶芸の森に関すること。
(７)技術開発の企画および振興に関すること。
(８)技術開発に係る産学官連携の推進に関すること。
(９)起業および創業の支援に関すること。
(10)スタートアップの発掘および育成に関すること。
(11)産業財産権および発明考案に関すること。
(12)地域産業振興の総合調整に関すること。
(13)地場産業の振興に関すること。
(14)伝統的工芸品産業の振興に関すること。
(15)鉱業法および鉱山保安法の施行に関すること。
(16)砂利採取法および採石法に関すること。

課　　　　　　　　名 分　　　掌　　　事　　　務

商工政策課

産業立地課

中小企業支援課

イノベーション
推進課
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(１)課内の庶務に関すること。
(２)労働福祉団体に関すること。
(３)労働者福祉施設に関すること。
(４)労働者への資金融資に関すること。
(５)中小企業退職金共済制度に関すること。
(６)高等技術専門校に関すること。
(７)労働者の福祉に関すること。
(８)労働教育に関すること。
(９)労働組合の育成および指導に関すること。
(10)労働調査に関すること。
(11)労働協約に関すること。
(12)労働争議の予防および解決の促進に関すること。
(13)労働相談に関すること。
(14)労働委員会に関すること。
(15)職業能力開発に関すること。
(16)職業能力開発審議会に関すること。
(17)技能検定に関すること。
(18)公共職業訓練に関すること。
(19)事業内職業訓練に関すること。
(20)技能士に関すること。

(１)雇用支援施策の連絡調整に関すること。
(２)労働市場の把握に関すること。
(３)雇用の安定および促進に関すること。
(４)労働力の確保に関すること。
(５)企業の事業活動を担う人材の育成および確保に関すること。
(６)就職の支援に関すること。
(７)多様な働き方の推進に関すること。

(１)課内の庶務に関すること。
(２)男女共同参画および女性の活躍(以下「男女共同参画等」という。)に関する
　　施策の総合的な企画、立案および関係機関等との連絡調整に関すること。
(３)男女共同参画等に関する施策の推進に関すること。
(４)男女共同参画等に係る調査および研究に関すること。
(５)男女共同参画等に係る啓発に関すること。
(６)男女共同参画・女性活躍推進本部に関すること。
(７)男女共同参画審議会に関すること。
(８)男女共同参画センターに関すること。

労働雇用政策課

産業ひとづく
り推進室

女性活躍推進課

課　　　　　　　　名 分　　　掌　　　事　　　務
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６ ． 商 工 労 働 部 関 係 地 方 機 関 等 
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（令和8年４月１日現在）

機関名 郵便番号 所在地 電話

計 量 検 定 所 525-0022 草津市川原町１４９－１ 077-563-3145

南部産業技術共創センタ－ 520-3004 栗東市上砥山２３２ 077-558-1500

〃
信 楽 窯 業 技 術 試 験 場

529-1804 甲賀市信楽町勅旨２２００－５ 0748-83-8700

北部産業技術共創センター
（ 長 浜 庁 舎 ）

526-0024 長浜市三ツ矢元町２７－３９ 0749-62-1492

〃
（ 彦 根 庁 舎 ）

522-0037 彦根市岡町５２ 0749-22-2325

陶 芸 の 森 529-1804 甲賀市信楽町勅旨２１８８－７ 0748-83-0909

知 的 所 有 権 セ ン タ ー 520-3004
栗東市上砥山２３２
（南部産業技術共創センター別館
内）

077-558-0930

テ ク ノ フ ァ ク ト リ ー 525-0058 草津市野路東七丁目３－４６ 077-511-1412
(公財)滋賀県産業支援プラザ

高等技術専門校米原 校舎 521-0091 米原市岩脇４１１－１ 0749-52-5300

高 等 技 術 専 門 校草津 校舎 525-0041 草津市青地町１０９３ 077-564-3296

滋 賀 県 労 働 相 談 所 520-0806
大津市打出浜２番１号
コラボしが２１　６階

077-511-1402

し が ジ ョ ブ パ ー ク 525-0025
草津市西渋川一丁目１－１４
行岡第一ビル4階

0120-69-0301

シニアジョブステーション滋賀 520-0051
大津市梅林一丁目３－１０
滋賀ビル５階

077-521-5421

外国人材受入サポートセンター － (Web・電話・メール等で受付） 050-5211-5397

滋賀県プロフェッショナル人材
戦 略 拠 点

520-0806
大津市打出浜２番１号
コラボしが２１　２階

077-511-1419

男 女 共 同 参 画 セ ン タ ー 523-0891 近江八幡市鷹飼町８０－４ 0748-37-3751

滋賀マザーズジョブステーション
・ 近 江 八 幡

523-0891
近江八幡市鷹飼町８０－４
男女共同参画センター内

0748-36-1831

滋賀マザーズジョブステーション
・ 草 津 駅 前

525-0032
草津市大路１－１－１
ガーデンシティ草津３階

077-598-1480
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７ ． 商 工 労 働 部 関 係 団 体 
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（令和8年４月１日現在）

団体名 代表者名 所在地 電話

滋賀県商工会議所連合会 会 長 高 橋 祥 二 郎
大津市打出浜２－１
（コラボしが２1 ９F）

077-511-1504

滋 賀 県 商 工 会 連 合 会 会 長 上 西 保
大津市打出浜２－１
（コラボしが２1 ５F）

077-511-1470

滋 賀 県 中 小 企 業 団 体
中 央 会

会 長 北 村 嘉 英
大津市打出浜２－１
（コラボしが２1 ５F）

077-511-1430

滋 賀 経 済 同 友 会
代 表 幹 事
一 圓 泰 成
淺 野 邦 彦

大津市打出浜２－１
（コラボしが２1 ５F）

077-511-1450

（一社）滋賀経済産業協会 会 長 石 井 太
大津市打出浜２－１
（コラボしが２1 ５F）

077-526-3575

（ 公 財 ） 滋 賀 県 産 業 支 援
プ ラ ザ

理事長 高橋 祥二郎
大津市打出浜２－１
（コラボしが２1 ２F）

077-511-1410

日本貿易振興機構（ジェトロ）
滋 賀 貿 易 情 報 セ ン タ ー

所 長 岩 上 勝 一
彦根市中央町３番８号
彦根商工会議所１階

0749-21-2450

滋 賀 県 信 用 保 証 協 会 理 事 長 西 嶋 栄 治
大津市打出浜２－１
（コラボしが２1 ７F・８F）

077-511-1300

滋 賀 県 共 済 協 同 組 合 理 事 長 上 西 保
大津市打出浜２－１
（コラボしが２1 ５F）

077-511-1380

滋 賀 県 商 店 街
振 興 組 合 連 合 会

理 事 長 前 田 範 夫
大津市打出浜２－１
（コラボしが２1 ５F）

077-511-1430

日 本 貸 金 業 協 会
滋 賀 県 支 部

事 務 長 本 田 信 大
大津市京町１－３－４４
（イイダビル ２F）

077-525-3860

（ 一 社 ） 滋 賀 県 中 小 企 業
診 断 士 協 会

会 長 大 石 孝 太 郎
大津市打出浜２－１
（コラボしが２1 ４F）

077-511-1370

（ 一 社 ） 滋 賀 県 発 明 協 会 会 長 清 水 貴 之
栗東市上砥山２３２
（南部産業技術共創センター別館
内）

077-558-4040

（ 一 社 ） 滋 賀 県 計 量 協 会 理 事 長 田 中 秀 康
草津市川原町１４９－１
（計量検定所内）

077-567-3978

（ 公 財 ） 滋 賀 県 陶 芸 の 森 理 事 長 松 井 利 夫 甲賀市信楽町勅旨２１８８－７ 0748-83-0909

滋賀県職業能力開発協会 会 長 木 澤 善 之 大津市南郷五丁目２－１４ 077-533-0850

日本労働組合総連合会滋賀
県 連 合 会

会 長 白 木 宏 司 大津市松本２丁目10-６ 077-523-0500

（ 一 社 ） 滋 賀 県 労 働 者
福 祉 協 議 会

会 長 白 木 宏 司
大津市打出浜２－１
（コラボしが２1 ６F）

077-524-6290

近 畿 労 働 金 庫
滋 賀 地 区 本 部

本 部 長 池 内 正 博 大津市におの浜四丁目５－９ 077-524-5581

滋 賀 県 勤 労 者 住 宅
生 活 協 同 組 合

理 事 長 松 元 光 彦
大津市打出浜２－１
（コラボしが２1 ６F）

077-524-2800

全国労働者共済生活協同組
合 連 合 会 滋 賀 推 進 本 部

理 事 長 村 田 浩 幸 草津市大路一丁目１１－２９ 077-524-6185

滋賀県勤労者互助会連合会 理 事 長 上 川 悟 史 彦根市大東町４－２８ 0749-27-6787

滋 賀 県 社 会 保 険 労 務 士 会 会 長 松 山 延 寿
大津市打出浜２－１
（コラボしが２1 ６F）

077-526-3760

（ 公 社 ） 滋 賀 県 シ ル バ －
人 材 セ ン タ － 連 合 会

会 長 拾 井 道 夫
大津市逢坂一丁目１－１
（テトラ大津 ３F）

077-525-4128
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